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外国人留学生の採用意欲調査の結果について 

  

留学生の就職支援については、平成 25 年 6 月に閣議決定された日本再興戦略におい

て「年間 1 万人の外国人留学生の我が国での就職を目指す」こととされるなど、更な

る支援の強化が求められているところである。厚生労働省においては、留学生の就職

支援の強化に資するために、中小企業における外国人留学生の採用意欲に関する調査

を実施したのでその概要を公表する。 

 

１ 外国人留学生に対する採用意欲 

  日本の大学を卒業する外国人留学生について、企業の採用意欲をみると、「採用意

欲が高い」が１３％、「日本人学生並み」が３９％であり、半数以上（５２％）の企

業が採用に前向きであると考えられる（図１）。 

 

２ 外国人留学生の採用理由 

  外国人留学生を採用したいと考える企業の理由をみると、「グローバル展開の中心

的役割」が最も多く、次いで「海外拠点の中心的役割」「専門知識、日本人と異なる

視点」となっている。一方、「人手不足解消」は必ずしも多くない（図２）。 

産業別にみると、製造業では「グローバル展開の中心的役割」が、「運輸業、郵便

業」「卸売業、小売業」では「海外拠点の中心的役割」が、「宿泊業、飲食サービス

業」「情報通信業」「学術研究、専門・技術サービス業」では「専門的、日本人と異

なる視点」が多くなっている。また、「医療・福祉」「建設業」では「人材不足解消」

が多い（表１）。 
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３ 採用する場合の言語のニーズ 

  採用する場合に求める言語については、「英語」「中国語」のニーズが高い一方、

「特にこだわらない」と回答した企業も一定割合存在した（図３）。 

産業別にみると、ほとんどの産業で「英語」のニーズが最も高く、特に「学術研

究、専門・技術サービス業」は７５％となっている。なお、「医療・福祉」「建設

業」は「特にこだわらない」が最も多い（表２）。 

 

４ 採用する場合の日本語能力のレベル 

  採用する場合に求める日本語能力については、「企画書作成レベル」と「日常会

話レベル」が共に４８％と回答が二分され、「特にこだわらない」と回答した企業

は非常に少なかった（図４）。 

  産業別にみると、「製造業」「情報通信業」「学術研究、専門・技術サービス業」

で「企画書作成レベル」のニーズが高く、特に「学術研究、専門・技術サービス業」

は７２％と高い割合であった。一方、「運輸業、郵便業」「宿泊業、飲食サービス

業」「医療・福祉」は「日常会話レベル」のニーズが高く、特に「宿泊業、飲食サ

ービス業」は８０％となっている（表３）。 

 

５ 採用する場合の専攻分野 

  採用する場合に求める専攻分野については、「理工学」が全体の３割を占める一

方、「特にこだわらない」は全体の約５割を占め最も高い割合であった（図５）。 

 産業別にみると、「建設業」「製造業」「情報通信業」で「理工学」のニーズが

高い。なお、「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」

「医療、福祉」は「特にこだわらない」が最も多く、特に「宿泊業、飲食サービス

業」は８８％と高い割合であった（表４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

職業安定局派遣・有期労働対策部 

外国人雇用対策課 

矢野 誇須樹 

目黒 憲一   直通：03-3502-6273 
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調査の概要 

１ 調査実施期間 

   平成 25 年 9月～10 月中旬 

２ 調査対象 

   留学生が多く在籍している大学を管下に有する 13 の労働局で協力を得ることができた中

小企業 1,775 社に対して実施 

３ 調査実施方法 

  主として、新卒応援ハローワーク等に配置しているジョブサポーターが事業所と接触する 

様々な機会に併せて聞き取り等により実施            

４ 調査項目 

 ・外国人留学生の採用意欲 

 ・外国人留学生を採用したいと考える理由 

 ・外国人留学生を採用する場合の条件（①言語、②日本語能力、③専攻分野） 

 

※ 集計に当たっての留意事項  

・ 「採用意欲が高い」及び「日本人学生並み」と回答した企業を「外国人留学生の採用に前

向きな企業」として集計。 

・ 回答数が多かった産業（産業分類（大分類））である「建設業」（103 社）「製造業」（647

社）「情報通信業」（110 社）「運輸業、郵便業」（56 社）「卸売業、小売業」（280 社）

「学術研究、専門・技術サービス業」（57 社）「宿泊業、飲食サービス業」（60 社）「医療、

福祉」（138 社）の８業種を産業別の分析対象として集計（産業計として掲げた計数は上述

８業種に限って集計したものである。従って、レポート図２（Ｐ５）以降は８業種に限った

分析である）。 
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図 1 国内外国人留学生に対する採用意欲 
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（注１）外国人留学生につき、「採用意欲が高い」、「日本人学生並み」と回答した企業につ

いて集計したもの。 

（注２）回答は複数回答である。 
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図２ 国内外国人留学生の採用理由 
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（注１）外国人留学生につき、「採用意欲が高い」、「日本人学生並み」と回答した企業につ

いて集計したもの。 

（注２）回答は複数回答である。 

 

 

 

 

 

  

（単位：％）

計
グローバル展開
の中心的役割

海外拠点の
中心的役割

専門知識、日本人
と異なる視点

人手不足解消

産業計 100 36 33 30 15

建設業 100 26 23 26 33

製造業 100 44 41 26 8

情報通信業 100 39 29 44 20

運輸業、郵便業 100 35 39 26 13

卸売業、小売業 100 33 36 29 11

学術研究、専門・
技術サービス業

100 47 38 50 3

宿泊業・飲食
サービス業

100 18 8 38 20

医療・福祉 100 8 8 23 55

表１ 国内外国人留学生の採用理由（産業別） 
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（注１）外国人留学生につき、「採用意欲が高い」、「日本人学生並み」と回答した企業につ

いて集計したもの。 

（注２）回答は複数回答である。 

（注３）上記の回答以外に、インドネシア語、ミャンマー語、アジア圏の言語、ドイツ語、

スペイン語、ポルトガル語、ロシア語、フランス語などの回答が寄せられたが、回

答割合が低いため省略した。 
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図３ 採用する場合の言語ニーズ 
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（注１）外国人留学生につき、「採用意欲が高い」、「日本人学生並み」と回答した企業につ

いて集計したもの。 

（注２）回答は複数回答である。 

（注３）上記の回答以外に、インドネシア語、ミャンマー語、アジア圏の言語、ドイツ語、

スペイン語、ポルトガル語、ロシア語、フランス語などの回答が寄せられたが、回

答割合が低いため省略した。また、表中の「－」は回答がなかったもの。

（単位：％）

計 英語 中国語 タイ語 韓国語 ベトナム語
特にこだわら

ない

産業計 100 58 36 14 10 9 26

建設業 100 33 12 9 2 12 47

製造業 100 69 44 20 12 9 17

情報通信業 100 60 34 6 4 4 27

運輸業、郵便業 100 61 39 30 9 17 26

卸売業、小売業 100 53 39 13 12 9 25

学術研究、専門・
技術サービス業

100 75 25 9 3 19 13

宿泊業・飲食
サービス業

100 55 38 5 28 － 35

医療・福祉 100 17 9 － 4 4 66

表２ 採用する場合の言語ニーズ（産業別） 
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（注１） 外国人留学生につき、「採用意欲が高い」、「日本人学生並み」と回答した企業に 

ついて集計したもの。 

（注２）回答は標記３つの選択肢から１つを選択するもの。 
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図４ 採用する場合の日本語能力のレベル 
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（注１）外国人留学生につき、「採用意欲が高い」、「日本人学生並み」と回答した企業につ

いて集計したもの。 

（注２）回答は標記３つの選択肢から１つを選択するもの。 

（注３）表中の「－」は回答がなかったもの。 

 

  

（単位：％）

計 企画書作成レベル 日常会話レベル 特にこだわらない

産業計 100 48 48 3

建設業 100 47 47 5

製造業 100 50 47 2

情報通信業 100 54 40 6

運輸業、郵便業 100 43 52 －

卸売業、小売業 100 48 48 2

学術研究、専門・
技術サービス業

100 72 19 3

宿泊業・飲食
サービス業

100 18 80 －

医療・福祉 100 36 58 4

表３ 採用する場合の日本語能力のレベル（産業別） 
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（注１）外国人留学生につき、「採用意欲が高い」、「日本人学生並み」と回答した企業に 

ついて集計したもの。 

（注２）回答は複数回答である。 

（注３）上記の回答以外に、福祉・介護、建築・土木、機械技術、デザイン・服飾などの

回答が寄せられた。 
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図５ 採用する場合の専攻分野 
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（注１）外国人留学生につき、「採用意欲が高い」、「日本人学生並み」と回答した企業に 

ついて集計したもの。 

（注２）回答は複数回答である。 

（注３）上記の回答以外に、福祉・介護、建築・土木、機械技術、デザイン・服飾などの

回答が寄せられた。また、表中の「－」は回答がなかったもの。 

（単位：％）

計 理工学
経済学・
商学

法学 医学・薬学
特にこだわらな

い

産業計 100 33 10 2 2 53

建設業 100 47 2 2 － 33

製造業 100 48 14 3 1 44

情報通信業 100 46 7 － － 39

運輸業、郵便業 100 9 13 4 － 78

卸売業、小売業 100 10 10 － 1 79

学術研究、専門・
技術サービス業

100 38 6 － 3 38

宿泊業・飲食
サービス業

100 － 8 3 － 88

医療・福祉 100 － 2 － 21 53

表４ 採用する場合の専攻分野（産業別） 


